
1

新生児聴覚スクリーニング検査
全国一律の公費支援に向けて

日本産婦人科医会

母子保健部会

日本産婦人科医会記者懇談会
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平成28年4月13日
日本産婦人科医会会議室

先天性疾患の頻度と種類
先天性疾患は一定の割合で出生する

多因子遺伝

50%

環境・催奇形因子５％

（出典）Thompson & Thompson 
Genetics in Medicine 7th Editionより改変

 出生児の3.0～5.0％は、
先天性疾患を持って生まれ
てくる

 染色体疾患は、染色体の変
化によって起こる疾患

 先天性疾患の中で染色体疾
患によるものは25％程度

 他に、単一遺伝子疾患、多
因子遺伝、環境・催奇形因
子などの影響が推定される

先天性疾患の原因内訳

単一遺伝子の変異

20％

染色体疾患

25%
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出産児数

610,406人

97.71%

先天性疾患

児数

14,292人

2.29%

先天性疾患児の出生頻度

（平成21年度～平成26年度合算）

心疾患

31.68%

口唇・口蓋・口腔

7.54%

耳介系

5.37%

鼻系

0.32%

眼系

0.32%

頭部

3.53%

腹壁形成系

2.91%

気管・消化管系

3.78%

腎・尿路系

5.16%

四肢系

8.47%

骨格系

0.34%ダウン症候群

3.62%

多発奇形

1.23%

その他

25.73%

先天性疾患の内訳（のべ数からの割合）
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※全国157施設での624,698出生児の集計結果
（日本産婦人科医会 「外表奇形等統計調査」より）

先天性疾患児の種類と頻度
外表奇形調査（新生児624,698人の調査：2009-2014）
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743件 0.12%

901件 0.15%

926件 0.15%

931件 0.15%

957件 0.16%

2611件 0.43%

のう胞性腎奇形

食道閉鎖

耳介変形

多発奇形（複合奇形）

口蓋裂

髄膜瘤

鎖肛

尿道下裂

短肢症

水頭症

口唇裂

横隔膜ヘルニア

大動脈縮窄

ファロー四徴症

十二指・小腸閉鎖

合指・合趾症

耳介低位

心房中隔欠損症

大血管転位

多指・多趾症

口唇口蓋裂

ダウン症候群

心室中隔欠損症

先天異常症（先天性疾患）の発症率
発症率1/5,000以上の疾患

1/1,000以上の発生率

1/5,000以上の発生率

高頻度な先天異常
ダウン症候群、鎖肛、耳介変形以外は
超音波検査で検出可能

4日本産婦人科医会 「外表奇形等統計調査」より作成
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アミノ酸代謝異常症
全
体

計 頻度
脂肪酸代謝異常症

全
体

計 頻度

72 1：2.7万 57 1/3.4万

フェニルケトン尿症 37 1/5.3万 CPT1欠損症 5 1/39万

メープルシロップ尿症 1 1/195万 VLCAD欠損症 12 1/16万

ホモシスチン尿症 3 1/65万 MCAD欠損症 18 1/11万

シトルリン血症1型 6 1/33万 TFP欠損症 2 1/98万

アルギニコハク酸尿症 2 1/98万 CPT2欠損症 7 1/28万

シトリン欠損症 23 1/8万 CACT欠損症 ― ―

有機酸代謝異常症
全
体

計 頻度 グルタル酸尿症2型 6 1/33万

86 1/2.3万 全身性カルニチン欠乏症 7 1/28万

メチルマロン酸血症 18 1/11万 SCHAD欠損症 1 1/195万

プロピオン酸血症 43 1/4.5万

イソ吉草酸血症 3 1/65万 スクリーニング新生児数 1,949,987

複合カルボキシ欠損症 3 1/65万 発見患者数 （全23疾患） 215 1/9,000

MCC欠損症 13 1/15万 （1次対象16疾患） 172 1/1.1万

HMG血症 ― ―

グルタル酸尿症1型 7 1/28万

βケトチオラーゼ欠損症 ― ―

引用：平成22～24年度厚生労働科学研究費（成育疾患
克服等次世代育成基盤研究事業）総合研究報告書
タンデムマス導入による新生児マススクリーニング体制の
整備と質的向上に関する研究（研究代表者 山口清次）

タンデムマススクリーニングによる患児の発見率 （1997～2012.11）
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先天性難聴の頻度と原因

21%

5%

0%
4%

70%

GJB2変異 SLC26A4変異

CRYM ミトコンドリア変異

非検出

先天性難聴の頻度は1/1,000と

される。

先天性難聴の約60％に遺伝的

要因が関与する

西尾らは中等度以上の難聴者

1,188例にNGSを用いた遺伝子

検査を実施：30％に遺伝子変

異を検出。

N=1,188

西尾信哉ら．医学のあゆみ 205, p373, 2014より作成
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0.099%

0.100%

0.100%

0.122%

0.148%

0.152%

0.153%

0.157%

0.428%

脂肪酸代謝異常症

有機酸代謝異常症

アミノ酸代謝異常症

のう胞性腎奇形

食道閉鎖

耳介変形

多発奇形（複合奇形）

口蓋裂

髄膜瘤

鎖肛

尿道下裂

短肢症

水頭症

口唇裂

横隔膜ヘルニア

大動脈縮窄

ファロー四徴症

十二指・小腸閉鎖

合指・合趾症

耳介低位

先天性難聴

心房中隔欠損症

大血管転位

多指・多趾症

口唇口蓋裂

ダウン症候群

心室中隔欠損症

先天異常症の発症率
発症率1/100,000以上の疾患

1/1,000以上の発生率

1/5,000以上の発生率

先天性代謝異常検査
• 公費でマススクリーニングとして全出生児に実施されている
• 出生後の介入で児の予後の改善が期待できる

7日本産婦人科医会 「外表奇形等統計調査」より作成

先天性聴覚障害スクリーニングの必要性

先天的な聴覚障害の約半数はリスク因子を持たな

い児に発生する。

新生児期に発見される早期療育が必要な中等度以

上の両側聴覚障害の頻度は1人/1,000出生と高い。

聴覚障害があっても聴覚補助、コミュニケーション・

言語発達援助を行うことで、言語機能を向上させ、

患児と家族の生活の質を高めることができる。

早期診断と早期介入が児の生活の質の向上に直結する

8
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新生児聴覚スクリーニングの適切な実施時期

 言語発育には臨界期があり、早期診断・早期介入が言語発育の上で
重要

– 新生児聴覚スクリーニングが行われないと、2歳過ぎになって言葉

が出ないことによって難聴を疑われ、診断および治療の開始が３
歳近くにまで遅れることも想定される。療育訓練の開始が相当に
遅れることになる

 エビデンス

⁻ 発見年齢を０歳,１歳,２歳の群に分け、就学年齢時にWPPSI知能検
査で評価すると、発見年齢が早いほど有意に言語性IQが高くなる
（東大耳鼻咽喉科の報告）。

⁻ 生後9カ月前後の自覚的聴力検査と新生児スクリーニングで、聴
覚障害と診断された小児の3～5歳時の発達に及ぼす影響を比較
した結果、新生児期に検査を実施した児の方が、発達転帰とQOL
が有意に良好であった(Korver AMH et al. JAMA, 2010)。

9

新生児聴覚スクリーニングと早期療養開始
が言語発達にもたらす効果

Kasai N et al. Ann Otol Rhinol Laryngol Suppl 2012, 202, 16-20.

新生児聴覚スクリーニング（NHS:生後1カ月以内）

新生児聴覚スクリーニングを生後1カ月で終了、生後３カ月までに精密検査、難聴が
判明した場合には生後6カ月までに療育訓練開始が望ましいと考えられている。

10

（生後6カ月以内）
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米国小児学会1999年勧告

全出生児対象の新生児聴覚スクリーニング
⇒全米諸州で法制化

早期診断・療養開始のガイドライン（米国国立衛生研究所 Joint Committee ）
Joint Committee on Infant Hearing Year 2000, Early Hearing Identification and Intervention

1．入院中のUNHS: Universal Neonatal Hearing Screening 実施

2．生後1ヵ月までにスクリーニング過程を終了
3．生後3ヵ月まで精密診断を開始
4．生後6ヵ月までには早期支援を開始

1-3-6ルール

米国CDC：2004年１月調査
92%の新生児の出生早期聴覚スクリーニングが達成された
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新生児聴覚スクリーニング検査

新生児聴覚スクリーニング検査法

自動聴性脳幹反応(AABR)

耳音響放射法(OAE)

両者とも感度・特異度ともに高く、臨床的な有用性の
高い検査である。

検査はあくまでもスクリーニングであり、速やかに精
密検査を受ける必要性を示す。

12
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精密聴力検査機関
日本耳鼻咽喉科学会

• 日本耳鼻咽喉科学会は新生児聴覚スクリーニング

後の精密聴力検査機関を指定している。

–平成26年2月現在、全国に162機関

–精密検査を担うのみではなく、聴覚障害の診断

後の療育への道筋も整備されている。

• 聴覚障害児では、聴覚障害の原因検索、発達の

フォローアップが必要である。小児科医と連携して

管理する。

13

新生児聴覚スクリーニング検査
我が国の取り組みの経緯と現状

2000年 年間５万人規模の新生児聴覚検査モデル事業が予算化

2004年 新生児聴覚検査モデル事業終了

2005年 「母子保健医療対策等総合支援事業」の対策事業として「新生児聴覚

検査事業」を実施

2007年 新生児聴覚スクリーニング検査が一般財源化

「新生児聴覚検査事業」が対策事業から除外

2007年 母子保健課長通知（雇児母第0129002号） 「・・・この事業の意義と重

要性は従前のとおりであるので、・・・積極的な事業実施に取り組まれ

るようにお願いする」
2012年 母子健康手帳に新生児聴覚検査の結果の記載欄（厚生労働省令様式p17）
2013年 医会は全国の分娩取扱い施設での検査実施状況を調査（実施率88.3％）

2015年 新生児聴覚スクリーニング検査の公費支援の拡充を求める要望書を提出

（日産婦医会・日耳鼻学会など関連9団体と9福祉団体）

2015年 厚労省は全国の自治体を対象とする実態調査を実施

2016年 調査結果を公表・母子保健課長通知を発出

14

国は聴覚検査について財
政的な措置を行っていると
いう立場

【岡山・神奈川・栃木・秋田】
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15

平成24年度の母子健康手帳に

新生児聴覚検査
先天性代謝異常検査
の実施と結果の記載欄が設けら
れた（厚生労働省令様式p17）

新生児聴覚スクリーニングに関する現状調査
平成25年度の検査実態を医会が調査

調査対象2,640施設；回答施設数1,744施設（回収率66.1％）

検査可能施設の割合：1,540/1,744 ⇒ 88.3%

（ 2002年：32％；2005年：60％；2013年：88％と増加）

検査可能施設数： 1,540施設中有効回答1,478施設

公的支援下で検査： 40施設 40/1,478 ⇒ 3%

自費で検査実施： 1,431施設 1,431/1,478 ⇒ 97%
公的支援のある施設は3％のみで、97％は自費で実施している

全出生例検査施設数（検査可能1,540施設中）

全体 ： 812施設 812/1540 ⇒ 52.7%

公的支援あり地域： 35施設 35/40 ⇒ 87.5%
公費支援で全例スクリーニング実施施設数が大幅に増加する

16
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新生児聴覚検査への公的支援に関する要望書を提出
日本産婦人科医会など9学術団体

平成27年5月7日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

安藤 よし子 殿

新生児聴覚スクリーニング検査への公的支援に関する要望書

常日頃より、格別のご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、先天性難聴児は出生1,000人におおよそ1人の頻度で認めます。生後１か月まで
に聴覚スクリーニング検査を実施し、聴覚障害を認めた場合に早期に療育を開始するこ
とにより、言語、コミュニケーション、社会性等の良好な発達が見込まれます。新生児
聴覚スクリーニング検査は「産婦人科診療ガイドライン2014産科編（日本産科婦人科学
会・日本産婦人科医会編）」においてその実施が推奨されています（推奨度C）。また、
平成24年度の母子健康手帳から新生児聴覚検査の結果記載欄（省令ページ17ページ）が
新たに設けられています。しかしながら、平成19年に本スクリーニング検査の公的補助
が一般財源化されたものの、実際に公的補助を行っている自治体は27都府県、公的支援
を受けて検査を行う医療機関はわずか8％にとどまっています（平成25年度に行った日本
産婦人科医会の調査）。そこで、難聴児の予後改善や福祉の充実を図っていくために
も、すべての新生児がこの検査を受けられるような仕組みを作ることは、喫緊の課題と
考えます。

17

「新生児聴覚スクリーニング検査への公的支援に関する要望書」
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長宛提出平成27年5月）

（提出団体）

1. 公益社団法人 日本産婦人科医会 会長 木下 勝之

2. 公益社団法人 日本産科婦人科学会 理事長 小西 郁生

3. 一般社団法人 日本耳鼻咽喉科学会 理事長 久 育男

4. 公益社団法人 日本小児科学会 会長 五十嵐 隆

5. 一般社団法人 日本小児科医会 会長 松平 隆光

6. 一般社団法人 日本周産期・新生児医学会 理事長 海野 信也

7. 日本未熟児新生児学会 理事長 楠田 聡

8. 公益社団法人 日本看護協会 会長 坂本 すが

9. 公益社団法人 日本助産師会 会長 岡本 喜代子

（賛同団体）
1. 一般社団法人 全日本難聴者・中途失聴者団体連合会
2. 一般財団法人 全日本ろうあ連盟
3. 全国難聴児を持つ親の会
4. 人工内耳友の会［ＡＣＩＴＡ］
5. 難聴児早期療育―音声言語の会声援隊
6. 先天性トキソプラズマ＆サイトメガロウイルス感染症患者会「トーチの会」
7. 認定ＮＰＯ法人 難病のこども支援全国ネットワーク
8. 全国盲ろう難聴児施設協議会
9. 全国早期支援研究協議会 18
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全国1,741自治体の実態調査を実施
厚生労働省母子保健課（平成27年度）

新生児聴覚検査の結果の把握

あり
65%

なし
35%

検査を受けられなかった児への対策

あり
12%

なし
88%

19

厚労省
平成26年度新生児聴覚検査の実施状況等に係る調査結果より作成

全国1,741自治体の実態調査の結果
厚生労働省母子保健課

新生児聴覚検査の公費負担

公費負担あり 市町村数（％）

初回検査 公費負担あり 109 (6.3%)

確認検査 公費負担あり 63 (3.6%)

再検査 公費負担あり 5 (0.3%)

新生児聴覚検査の初回検査の公費負担の範囲

公費負担割合

全額公費負担 一部公費負担 上限額設定

17 (15.6%) 55 (51.4%) 48 (44.9%)

公費負担額 市区町村数（％）

5000円以上 12 (11.0%)

4000円以上5000円未満 1 (0.9%)

3000円以上4000円未満 29 (26.6%)

2000円以上3000円未満 33 (30.3%)

1000円以上2000円未満 21 (19.3%)

20

厚労省
平成26年度新生児聴覚検査の実施状況等に係る調査結果より作成
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全国1,741自治体の実態調査の結果
厚生労働省母子保健課

都道府県名
市区町
村数（A)

公費負担を実施 （初回検査）

市町村数（C) 割合 （C)/（A)

北海道 179 0 0.0%

青森県 40 0 0.0%

岩手県 33 0 0.0%

宮城県 35 0 0.0%

秋田県 25 0 0.0%

山形県 35 0 0.0%

福島県 59 0 0.0%

茨城県 44 0 0.0%

栃木県 25 0 0.0%

群馬県 35 0 0.0%

埼玉県 63 0 0.0%

千葉県 54 0 0.0%

東京都 62 2 6.7%

神奈川県 33 0 0.0%

新潟県 30 0 0.0%

富山県 15 0 0.0%

石川県 19 0 0.0%

福井県 17 0 0.0%

山梨県 27 0 0.0%

長野県 77 2 3.8%

岐阜県 42 35 83.3%

静岡県 35 0 0.0%

愛知県 54 0 0.0%

三重県 29 0 0.0%

都道府県名
市区町
村数（A)

公費負担を実施 （初回検査）

市町村数（C) 割合 （C)/（A)

滋賀県 19 0 0.0%

京都府 26 0 0.0%

大阪府 43 1 4.3%

兵庫県 41 1 5.0%

奈良県 39 0 0.0%

和歌山県 30 0 0.0%

鳥取県 19 0 0.0%

島根県 19 6 33.3%

岡山県 27 27 100.0%

広島県 23 11 50.0%

山口県 19 0 0.0%

徳島県 24 1 6.7%

香川県 17 0 0.0%

愛媛県 20 1 7.1%

高知県 34 0 0.0%

福岡県 60 1 3.3%

佐賀県 20 0 0.0%

長崎県 21 21 100.0%

熊本県 45 0 0.0%

大分県 18 0 0.0%

宮崎県 26 0 0.0%

鹿児島県 43 0 0.0%

沖縄県 41 0 0.0%

合計 1741 109 6.3%
21厚労省 平成26年度新生児聴覚検査の実施状況等に係る調査結果より作成

厚労省母子保健課長通知
雇児母発0329第2号：平成28年3月29日発出
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新生児聴覚検査の実施に向けた取組の促進について

厚労省発表（平成28年3月）の主なポイント

【平成26年度の調査結果】

○新生児聴覚検査について、

1. 検査結果を把握している市区町村は、65.1％(1,133/1,741市区町村)

2. 検査結果を把握し、かつ、受診人数を集計している市区町村における出生児に対す

る初回検査の実施率は、78.9％(130,720人/165,649人)

3. 初回検査について公費負担を実施している市区町村は、6.3％(109/1,741市区町村)

であった。

【平成19年通知の改正】

○市区町村において、以下に取り組むよう努めること。

1. 新生児訪問指導等の際に、母子健康手帳を活用し、新生児聴覚検査の受診状況・

受診結果を確認し、検査の受診勧奨・適切な指導援助を行うこと。

2. 新生児聴覚検査に係る費用についての公費負担を行うこと。

○行政機関、療育機関、医療機関、教育機関、地域の医師会、患者会等の関係機関・関係

団体から構成される協議会を開催する等により、都道府県単位で連携体制を構築すること

が望ましいこと。
23厚労省HPより

産婦人科診療ガイドライン産科編2017
ガイドライン委員会原案（日本産科婦人科学会/日本産婦人科医会）

CQ802 生後早期から退院までにおける正期産新生児に

対する管理の注意点は？

7. インフォームドコンセントを取得したうえで聴覚スクリー
ニング検査を実施し, 母子手帳に結果を記載する.(B)

＊推奨度：

C： 「実施することが考慮される」 （ガイドライン2014での推奨度）

⇊ 引き上げられる予定

B： 「実施が勧められる」 （ガイドライン2017での推奨度）

80%以上の分娩施設で検査が実施されているという現状と
スクリーニングの有用性を踏まえて推奨度が上がる予定

24
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我が国では公費支援が必要
 国は検査に対する公費補助を一般財源化し、地方単位での取り組みを推奨

しているが・・・

 実際に公的支援を受けて検査が可能な自治体は僅か（6.3％）であった

 公的支援のある地域とない地域で検査実施率に差が大きい

 検査は88％の医療機関で行われているが、全児を対象としている施設は52.7％であり、

自費負担が障壁になっている

 検査の大部分は自費診療として行われており、患者は平均5,000円を負担している

 検査が今後も確実に可能な状況を医療機関が維持していくためには、機器更新や検査精

度の維持のための人員確保などが必要になる （国の支援のあり方によって、検査をでき

る体制を維持するかどうかを医療機関が判断する時期にある）

 国が全国民に等しく障害克服の機会を保障するのならば、新生児聴覚スク

リーニング検査はすべての新生児に無料で提供されるべきである

 全国一律に検査が実施できる仕組みと公的支援が必要である

相当数の新生児が里帰り分娩で居住地の自治体から離れて生まれるので、そのような児にも

支援が行き渡るような全国一律の支援の仕組みが必要である
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